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概要とこれまでの経緯

昨年９月２６日、厚生労働省が急性期病床を持つすべての医療機関の診療実績データを分析し、「診療実績が特に少ない」
または「診療実績が類似している病院が近隣にある」と位置づけた全国４２４の公立･公的病院の名前を公表し、それらの病

院に対して、再編･統合の検討を促した。

【概 要】

ﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞ、機能の転換、分化･連携、統廃合などすべて含む

【 参考：『再編･統合』の定義 】

○ 国から「2017年度、2018年度の２年間を集中的な検討期間とし、公立･公的医療機関においては地域の民間医療機関では担うことのできない
医療機能に重点化するよう見直し、これを達成するための再編･統合の議論を進める」よう、各構想区域に要請。

○ ところが、厚労省が全国の合意状況を集計した結果、2017年度の病床機能報告と2025年度の具体的対応方針を比較すると、高度急性期･急
性期病床の削減は数％に留まり、「急性期」からの転換が進んでいないことが判明。

○ 厚労省の「地域医療構想に関するワーキンググループ」において、委員から「各地の合意が現状追認になっているのではないか」などの指摘
を受け、各地の議論を活性化させるため今回の動きに至ったもの。

厚労省が病院名を公表した背景

知事コメント（R1.10.1)

・地域医療構想の実現に向け、今あるベッドの数を適正な数まで減らしていくのは法律で決まっていることだから、やっていかないといけない。

・ しかし、病院を維持できるか考えるのは設置者であり、厚労省に決める権限は何１つない。やり過ぎだし、大きなお世話判。

知事定例記者会見

・厚労省のほか、公立病院を所管する総務省も参加して「地域医療確保に関する国と地方の協議の場」を設置。

国と地方の協議の場

・R1.10.4に第１回の協議があり、これまで３回開催（各回の概要はP５に掲載）。

国と自治体等との意見交換会

１

・厚労省は全国７つの地域で順次「自治体等との意見交換会」を開催。

・近畿はR1.10.29に大阪市内で開催され、約450人が出席。本県からは病院関係者や自治体職員など計24人が出席。

（厚労省は迫井審議官ら3人が対応。意見交換会での迫井審議官の主な発言はP５に掲載）



診療実績の分析の手法 ① ～ 診療実績が特に少ない ～

下記９つの領域すべてで、「診療実績が特に少ない」とされた公立･公的医療機関

A 診療実績が特に少ない

領域及び分析項目（９領域･17項目）

領域 分析項目

1 【がん】 肺・呼吸器、乳腺、消化器（消化管／肝胆膵）、泌尿器／生殖器、放射線療法

2 【心血管疾患】 急性心筋梗塞に対する心臓カテーテル手術、外科手術が必要な心疾患

3 【脳卒中】
超急性期脳卒中加算、脳動脈瘤クリッピング術等、開頭血腫除去術等、血栓除去術等の脳血管内
手術

4 【救急医療】 救急搬送等の医療、大腿骨骨折等

5 【小児医療】 小児入院医療管理料、新生児集中治療室管理料等

6 【周産期医療】 分娩件数、ハイリスク分娩管理加算

7 【災害医療】

8 【へき地医療】

9 【研修･派遣機能】

領域及び分析項目（９領域･17項目）

➢国は全国の医療圏を以下のとおり人口規模ごとに分類。

人口規模について

対象となる領域

がん、心疾患、脳卒中、救急、小児、周産期、災害、へき地、研修･派遣機能

「特に診療実績が少ない」の考え方

➢病院の大小に関わらず、同じ人口規模の医療圏にある病院を
横一列に並べて、診療実績を分析（下位33.3%未満が対象）。

H29.6月分の実績を分析

10万人未満
10万人以上
20万人未満

20万人以上
50万人未満

50万人以上
100万人未満

100万人以上 計

構想区域数（全国計） 80 77 102 55 25 339

構想区域数（本県） 4 2 1 - - 7

橋本医療圏 那賀医療圏 和歌山医療圏

有田医療圏 田辺医療圏

御坊医療圏

新宮医療圏

圏域名

２

～10万人 10万～20万人 20万～50万人 50万～100万人 100万人～

肺・呼吸器 1 2 3 4 4
乳腺 1 1 2 3 4
消化器（消化管／肝胆膵） 2 3 5 7 10
泌尿器／生殖器 2 4 5 8 9
放射線療法 3 4 6 6 7
心筋梗塞 2 2 3 3 3
外科手術が必要な心疾患 2 2 4 5 5
超急性期脳卒中加算 1 1 1 1 1
クリッピング術等 1 1 2 2 2
開頭血腫除去術等 1 1 1 1 1
脳血管内治療 2 1 1 1 1
救急搬送等の医療 392 419 648 1,037 1,965
大腿骨骨折等 4 4 4 4 4

小児医療 小児入院管理料等 122 210 329 405 421
分娩件数 9 16 22 24 31
ハイリスク分娩管理加算 8 10 20 18 16

周産期医療

領域 分析項目
人口区分ごとの33.3パーセンタイル値

がん

脳卒中

救急医療

心筋梗塞等の
心血管疾患

人口規模ごとで９領域（１７項目）の診療実績を分析し、当該人口規模の実績の
うち下位３３．３ ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙで基準を設け、その基準に満たない項目については、
「特に診療実績が少ない」こととする。



３

診療実績の分析の手法 ② ～ 類似の実績かつ近接 ～

下記６つの領域すべてで「類似の実績かつ近接」（※）とされた
公立・公的医療機関

がん、心疾患、脳卒中、救急、小児、周産期

（※） 「近接」とは、自動車での移動時間が20分以内を表す。

B 類似の実績かつ近接

【「類似の実績」の考え方】

同一構想区域内

Ｋ

Ｎ

Ｗ

Ｓ

類似
類似

一定の距離（自動車で20分以

内の距離）以内に実績を有す

る医療機関がある

「近接する医療機関が

ある」

【「近接」の考え方】
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上位ｸﾞﾙｰﾌﾟ

下位ｸﾞﾙｰﾌﾟ

4病院とも類似の診療を行っているが、

特に下位ｸﾞﾙｰﾌﾟの実績を「類似の実

績あり」と整理する。

例）がんの手術件数

●具体的対応方針の見直し要請について

「Ａ」または「Ｂ」に該当した病院は、国から再編･統合に向けた検討を要請されている。
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海南医療センター 和歌山 ● ● ● ● ● ● ● ● 8 ● ● ● ● ● ● 6 B

国保野上厚生総合病院 和歌山 ● ● ● ● ● ● ● ● 8 ● ● ● ● ● ● 6 B

済生会　和歌山病院 和歌山 ● ● ● ● ● 5 ● ● ● ● ● ● 6 B

国保すさみ病院 田辺 ● ● ● ● ● ● ● ● ● 9 ● ● ● ● ● 5 A

那智勝浦町立温泉病院 新宮 ● ● ● ● ● ● ● ● 8 ● ● ● ● ● ● 6 B

A B
国から再編･統合の
検討を促された５病院

H29.6月分の実績を分析

対象となる領域



４

類似の実績の考え方 （横並び型）
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１．５倍以上

シェア50％超える構成
48件÷72件＞50％

【考え方】

①医療圏ごとで実績の多い順に並べ、シェア50％を超えるまで
のグループ（Ⅰ類）とそれ以外のグループ（Ⅱ類）に分ける。
②Ⅱ類の中で一番実績が多い病院（Dの12件）より、1.5倍以上の
実績があれば、実績が「上位」と見なされ「一定の実績を有する」
と判定される（この場合Aが該当）
③Ⅰ類であってもDの1.5倍以内の病院は、一定の差がないとさ
れ「類似の実績」とする（この場合B、Cが該当）
④Ⅱ類に入っている病院（D、E、F）、は「類似の実績」と考える。
※★グループは、「類似の診療実績をもつ」とする。

例「がんの手術件数」
○×医療圏全体で 72件

（ シェア50％＝36件 ）

Ⅰ類 Ⅱ類

資料１Ｐ３関係 （H29.6月実績）



厚生労働省主催 「自治体等との意見交換会」について

● 分析対象が急性期医療に偏ったのは、全国の急性期医療の状況を知って貰う
ことを目的としたため。

● 十分な説明をしないまま唐突に公表し、結果、住民に不安などを招いてしまった
ことを反省している。

大阪市内で開かれた意見交換会において、厚生労働省の迫井正深 大臣官房審議官から
以下の発言があった。

● 今回の分析は地域の実情を踏まえておらず、正直、機械的にやっている。地域医
療構想の実現に向け、議論を活性化して欲しいという思いで公表したものであり、
名前の挙がった病院に何かを強制するものではない。

● 地域の実情を踏まえて話し合って欲しい。

（迫井審議官の主な発言）

日　時 令和元年10月29日（火）　14:00～16:00

TKP ｶﾞｰﾃﾞﾝｼﾃｨ PREMIUM 心斎橋　ﾊﾞﾝｹｯﾄ3A

（大阪市中央区南船場4-3-2 ﾋｭｰﾘｯｸ 心斎橋ﾋﾞﾙ）
場　所

５



地域医療確保に関する国と地方の協議の場

【 第１回 （令和元年１０月４日） 】

参加者 ： 国 （総務省、厚生労働省） 地方 （全国知事会、全国市長会、全国町村会）

○ 地方側（平井鳥取県知事）の発言
・１つのデータだけで424の病院をはじくなど、国の姿勢に問題がある。リストを撤回してもらいたい。

・地方の意見を十分に聞きながら議論して欲しい。

【 第３回 （令和元年１２月２４日） 】

６

○ 再編･統合にかかる財政支援について

・従来の地域医療介護総合確保基金に加え、稼働病床のダウンサイジングに取り組む病院を新たに支援 （厚労省）
・不採算地区の中核的な公立病院に対する特交措置の創設や周産期･小児医療等に対する特交措置の拡充 （総務省）

○厚労省（橋本副大臣）の発言

・公表の仕方に対して反省している。 機械的に統廃合を決めるものではない。

・全国各地でしっかり話を伺い、丁寧に議論を進めたい。

【全国知事会を通して、本県から下記意見を提出】

病院の再編･統合の方針については、各構想区域における協議の結果を受け、設置者が主体的に考えることであり、
国から促されるべき性質ではないこと。

・民間病院のデータの開示について、公立･公的病院との競合状況を「見える化」する形を検討。

○ 厚労省の説明
・ダウンサイジング等を行う病院への新たな財政支援を検討。

【 第２回 （令和元年１１月１２日） 】

○ 民間病院の情報について（主に以下を都道府県に提供。必要に応じて調整会議で活用）

・既公表の病床機能報告の診療実績に、今回、公立･公的の分析で用いたのと同様の診療実績に関する情報を付加したもの

○再検証に向けた進め方について
・骨太の方針2019に記載のとおり議論に着手して欲しいが、再検証の期限の見直しの声については受け止めたい。

・2020年度からの具体的な進め方については、地方自治体の意見を踏まえながら、整理し通知する。

・公立･公的病院と近接している、一定の実績を有する民間病院のリスト



今後の進め方について

令和元年12月26日、「地域医療構想の今後の進め方に関する意見交換会」が東京都内で開催され、
厚生労働省から主に下記について説明があった。

● ダウンサイジングへの支援として、
稼働病床を10%以上削減した病院等に対し、当該病床を稼働させていれば得られたであろう利益（逸失利益）」への補助

再編･統合に関する再検討の要請について

地方財政措置の見直し

民間病院の診療実績について

● 高度急性期又は急性期をもつ民間病院の診療実績と、公立･公的病院と近接かつ一定の実績を持つ民間病院のリストを
都道府県に提供。必要に応じて調整会議で活用。

● 骨太の方針2019に記載のとおり議論に着手することを基本とする（遅くとも2020年9月末までに方向性を示して欲しい）。

● 但し、次の骨太の方針に向け工程表の具体化を図ることにしており、今後、地方自治体の意見を踏まえながら整理し、改めて通知したい。

● 統廃合に伴う支援として、

重点支援区域について

● 地域医療介護総合確保基金のﾒﾆｭｰを追加し、労働時間の短縮に向けた総合的な取組を実施

● 複数の医療機関の再編･統合の事例を対象として、県が国に申請し、国が直接支援（財政支援のほかデータ分析や資料の作成等）

● 申請にあたっては、調整会議で合意を得ておくことが必要（さらに医師会の意見も提出）

● 公立病院に対する地方財政措置として、不採算地区の中核病院に対する特別交付税措置の創設

● 周産期医療･小児医療、小児救急及び救命救急センターに対する特別交付税措置の拡充（2割程度）

新たな財政支援

地域医療構想に則った改革ﾌﾟﾗﾝを
新しく策定する必要あり

７

② 廃止される病院の残債を引き継ぐ際に発生する利子に対する補助

① 関係病院の総病床数の10%以上削減する場合のコストに対する補助

● 全国で10数カ所の構想区域を想定（再検証の要請を受けた病院がない構想区域でもよい）

日　時 令和元年12月26日（木）　13:00～15:15

TKP 新橋ｶﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ　ﾎｰﾙ 15D

（東京都千代田区内幸町1-3-1  幸ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ）
場　所



参 考
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公立･公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について
（令和2年1月17日付け 厚生労働省医政局長）

９
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１２

（令和2年1月10日付け 厚生労働省地域医療計画課長）
重点支援区域の申請について
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地域医療構想の推進に向けた本県の当面の重点取組事項

（２）主に公的病院を対象とした経営分析等を実施し、「公的病院を中心とした
再編・ネッワーク化」の検討をさらに進める。

（３）「非稼働病床に関する対応方針」（H30.10.15付け 技監通知）に基づき、
平成３０年度～平成３１（２０１９）年度において重点的に、非稼働病棟

（病床）に係る整理を各構想区域において進めることとしており、長期にわ
たって非稼働の病棟（病床）については、積極的な廃止を求める。

（４）地域医療介護総合確保基金による補助制度も活用しながら、構想区域ごと
に、４機能のバランスの取れた医療提供体制の構築をさらに進める。

（１）病床機能報告において「定量的な基準」を活用し、病床機能の見える化を
図る。もって、地域における病床機能の分化を進める。

１６



■令和元年１２月５日 第１３回経済財政諮問会議 議事要旨より

「地域医療構想は、今回、公表を踏まえた公立・公的医療機関の着実な改革が重要で、

進捗状況を逐次把握しながら、必要な支援を行いたい。また、民間の医療機関の議論に

ついても進めていく必要がある。公立・公的の医療機関に行った機能に焦点を当てた分

析と同じように、今年度できるだけ早期に、民間の特性に応じた、新たな観点を加えた

分析の検討を行いたい。また、ダウンサイジング支援の追加的方策の検討や総合確保基

金のメリハリ付けも実施をしていきたい。

今後、地方自治体と意見交換を深めながら、来年の骨太方針の策定時期を目途に、

2025年までの地域医療構想全体を、より具体的にどう実行していくのか、そのための工

程表を作成していきたい。」
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